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1 ．は じ め に
　社会的分業に基づく大量生産体制を形成した戦後日本では，中小企業における基盤的技術
の確立は大量生産体制確立の重要な条件である1）。戦後日本の中小企業に大量生産に合わせ
た基盤的技術がどのように形成されたのかというテーマに対して，本稿では基盤的技術産業
の一典型である鋳物産業，なかでもその最大分野の銑鉄鋳物産業の展開過程を，100人規模未
満の中小専業鋳物メーカーの動向に注目しつつ，1950年代から1980年代を中心に検討する。
　鋳物技術（鋳造法）は金属加工分野における基盤的技術の 1 つであるが，それは 1 つの模
型で短時間に何千，何万もの鋳型がつくられ，その 1 つひとつに溶湯を鋳込むことで直ちに
複雑な形状を持った金属素形材をつくることが可能なため，互換性部品の生産を原理とする
大量生産に適合的であり，自動車をはじめ多くの機械工業製品の大量生産を支えている2）。
　戦後日本の中小企業に大量生産に合わせた基盤的技術がどのように形成されたのかとい
うテーマに対して，本稿では基盤的技術産業の一典型である銑鉄鋳物産業の展開と中小専
業鋳物メーカーの動向について考察し，以下の点が示された。先行研究では中小専業鋳物
メーカーの技術力は低く評価されがちであったが，激しく変化する鋳物需要に対して中小
専業鋳物メーカーは1950年代から1980年代にかけて ６ 割台という比較的高い国内市場シェ
アを維持し続けていた。高度成長期以降に中小専業鋳物メーカーは需要産業の下請分業生
産に組み込まれていく過程で，多品種少量生産分野の革新的技術を導入し，産地内集積の
分業が発達し，生産性向上と生産拡大を実現した。そして1950年代からの産地集積内の共
同研究と技術普及による技術蓄積をベースにして，1970年代以降は高材質鋳物市場へ参入
したことが市場シェア維持の要因であった。
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1）　植田浩史（2013）「歴史的研究」『日本の中小企業研究（2000-2009）　第 1 巻　成果と課題』同友
館，88ページ。
2）　石野亨（1994）『鋳物五千年の足跡』日本鋳物工業新聞社，193ページ。
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ほぼ中小企業によって構成される銑鉄鋳物産業では，大量生産に合わせた鋳物技術がいかに
中小専業鋳物メーカーに導入され，普及したのだろうか。そして，中小専業鋳物メーカーに
定着した鋳物技術はどのように活用され，高度化されたのだろうか。こうした問いに答えて
いくには，その前提作業として戦後日本の銑鉄鋳物産業の展開過程において中小専業鋳物メ
ーカーがどのような位置づけであったのかを明らかにする必要がある。
　後述するように，戦後日本の銑鉄鋳物市場は1950年代以降に急拡大し，その用途や材質が
激しく変化するなかで，1980年代まで中小専業鋳物メーカーは約 ６ 割近い国内市場シェアを
維持し続けたが，先行研究では中小専業鋳物メーカーの技術力は低く評価されていた。たと
えば，市川（1960）は「［機械工業の基礎部門として―筆者］重要な役割をもつ鋳物が，従
来わが国では非近代的な環境のなかで，主として中小ないし零細規模の企業によって生産さ
れ，わが国機械工業の発展をはばむ一つの要因となって」3）おり，「下請専業鋳物企業の生産
は，いきおい多品種少量生産にならざるをえ」ず，「多品種少量生産は，設備の近代化と技
術進歩の進展をはばみ，企業経営の合理化を遅らせ，生産コスト引下げの大きな支障となっ
ている」4）とした。また，宮下（1974）も「専業メーカーは多種少量生産を強いられ，機械
化も殆ど進まず昔ながらの非近代的な生産を行っている」と述べている5）。しかし1950年代
以降に急拡大し，激しく変化する市場を前にして中小専業鋳物メーカーが国内市場シェアを
維持し得たのは，高度成長期からの市場変化に対して技術的に何らかの対応をしていたから
だと考えるほうが合理的であり，このような中小専業鋳物メーカーに対する評価ないし分析
は再考すべきであると考える。とくに多品種少量生産は技術革新を阻むとしている点は明ら
かに誤っている。こうした課題が残されるなか，1990年代以降の議論では，鋳物産業をはじ
めとする基盤的技術産業は「日本の機械工業の国際競争力の強さの要因」とされるようにな
り，河崎（1998）は中小専業鋳物メーカーの技術力を高く評価し，グローバル経済下での中
小専業鋳物メーカーの輸入鋳物への積極的な介入や海外進出について明らかにしている６）。
このように中小専業鋳物メーカーに対する評価は高度成長期と1990年代以降では逆転した
が，実態としては高度成長期の頃から中小専業鋳物メーカーは技術革新とは無縁ではなく，
中小企業ならではの形で関わり，その後，鋳物技術を高度化してきたからこそ1990年代以降
に日本機械工業の「国際競争力の強さの要因」として評価されるようになったと思われる。
3）　市川弘勝（1960）「銑鉄鋳物工業」押川一郎・中山伊知郎・有沢広巳・磯部喜一編『中小工業に
おける技術進歩の実態』東洋経済新報社，68ページ。
4）　同書，86-87ページ。
5）　宮下史明（1974）「わが国鋳物工業の生産構造」（『早稲田商学』第242号）149ページ。
6）　河崎亜洲夫（1998）「日本の鋳物工業と国際分業化」（『四日市大学論集』第11巻第 1 号）15ペー
ジ，40-41ページ。
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　以上の課題意識から本稿では，第 1 に戦後日本の銑鉄鋳物の需給構造について生産統計を
用いて分析し，中小専業鋳物メーカーの位置づけを明らかにする。そこでは中小専業鋳物メ
ーカーが1950年代から1980年代にかけて比較的高い国内市場シェアを維持し，需要産業の成
長と変遷を下支えしたという重要な位置づけにあったことが示される。そして，第 2 に中小
専業鋳物メーカーの市場シェアが維持された諸要因，すなわち下請分業生産，多品種生産の
技術革新，産地内分業，高材質市場への参入について述べる。
2 ．銑鉄鋳物の需要構造・供給構造
2-1　銑鉄鋳物の需要構造
　戦後日本の銑鉄鋳物の生産量は1950～60年代に急速に拡大した。1952年には年間79万トン
であった生産量が，1970年に467万トンにまで増加した。1970年代に入ると生産拡大は一旦
停滞し，年間生産量は400万トン台前後を推移するが，1980年代から再び増加し始め，1990
年には549万トンに達した。その後，年間生産量は40万トン台前後の水準にまで減少する。
このように銑鉄鋳物全体の生産量は推移したが，用途別の生産量の推移を見ることで，需要
構造の変化が見えてくる（図 2-1）。
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図 2-1　銑鉄鋳物用途別生産量の推移
　（注）　1961年まで「土木建築・鉱山機械用」「金属工作・加工機械用」は「産業機械器具用」に含まれる。「土木
建築・鉱山機械用」「ロール・鋳型・鋳型定盤用」「その他一般機械用」は，2002年に「その他一般機械用（土
木建築・鉱山機械用，ロール・鋳型・鋳型定盤用含む）」に統合される。
（出所）　『機械統計年報』，『鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計年報』各年版，より作成。
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　1950年代に生産量を増やした分野は産業機械器具用鋳物である。その生産量は，1953年の
47万トンから1961年には95万トンに達し，1970年には戦後のピークである145万トンに達し
た。続いて生産量を増やした分野が，ロール・鋳型・鋳型定盤用鋳物である。これは主に鉄
鋼業の造塊工程および圧延工程で使用される鋳物製品であるが，その生産量は1954年の19万
トンから1960年に45万トン，1970年にピークの148万トンに達した。
　1960年代に生産量を増加させた分野は自動車用鋳物である 。その生産量は1950年代末か
ら増え始め，モータリゼーションが本格化する1960年代後半に急拡大した。その生産量は
1972年には100万トンを突破し，第 1 次石油危機後も増加の勢いは続き，1980年に197万ト
ン，1990年にはピークの298万トンに達した。
　このように自動車用鋳物は1990年まで持続的な生産拡大を実現した一方で，1970年に生産
量のピークを迎えた産業機械器具用鋳物とロール・鋳型・鋳型定盤用鋳物の生産量の動向は
大きく変化した。産業機械器具用鋳物は年間50～80万トンの生産量を維持するように推移
し，1980年代後半に再び生産量の増加が見られ，1990年には第 2 のピークである95万トンを
経て，その生産量は減少する傾向にある。ロール・鋳型・鋳型定盤用鋳物は1970年以降に生
産量を大きく減少させ，1980年には61万トン，1985年には22万トンにまで落ち込んだ。これ
は1970年代から鉄鋼業における連続鋳造法の普及に伴い造塊用鋳型の需要が減少したためで
ある。
　銑鉄鋳物の用途別生産量の変化は用途別生産量の構成比を変化させた（表 2-1 ）。1955年
から1970年まで産業機械器具用や金属工作・加工機械用などを含む一般機械関連用の構成比
が最も高く，1955年42.5％→1960年48.4％→1965年41.2％→1970年35.3％であった。ロー
ル・鋳型・鋳型定盤用は1970年まで第 2 位の構成比を有し，1970年には構成比が31.9％まで
高まった。一般機械関連用は1960年から，ロール・鋳型・鋳型常磐用は1970年から構成比を
減少させるなかで，輸送機械関連用の構成比は急速に高まった。その構成比は1975年に40.0
％になり，その後，1980年48.1％→1990年59.4％→2000年62.5％→2010年69.1％に高まり，
銑鉄鋳物生産量の全体動向を左右する分野へと成長した。
　以上の分析から戦後日本の銑鉄鋳物産業の主な需要先は産業機械・工作機械産業，鉄鋼
業，自動車産業であったことがわかる。まず，1950年代には産業機械・工作機械産業と鉄鋼
業が主たる需要産業となり，1960年代から自動車産業がそこに加わる。1970年代以降は自動
車産業と産業機械・工作機械産業が主要な需要産業であり続ける一方で，鉄鋼業における需
要は失われていった。自動車産業は1970年代以降に銑鉄鋳物需要の最大分野となり，需要の
自動車産業への依存度は高まり続けている。
　需要構造の変化をロット，鋳物の大小，品種の観点から見れば，1950年代には小ロット，
小物・中大物・超大物，多品種の一般機械用鋳物，小中ロット，大物・超大物，少品種の造
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塊用鋳型・鋳型定盤用鋳物の需要が拡大したことになる。次に，自動車の大量生産が軌道に
乗る1960年代に大ロット，中小物，少品種の自動車部品用鋳物の需要が加わり，1970年代以
降は造塊用鋳型・鋳型定盤用鋳物の需要が次第に減少する。したがって，1960年代から少品
種大量生産の自動車用鋳物から多品種少量生産の工作機械・産業機械鋳物というようにロッ
トサイズ，鋳物の大きさ，種類の多少の点において複雑かつ多様な鋳物需要が形成されるよ
うになった7）。
2-2　銑鉄鋳物需要の質的変化
　戦後日本の銑鉄鋳物の需要構造の量的変化は需要産業の成長を反映しているが，需要産業
の成長とともに必要とされる鋳物は質的に変化した。次に，銑鉄鋳物需要の質的変化とその
技術的な背景について述べたい。
7）　永島昂（2015）「日本鋳物産業における生産システムの分化に基づく供給構造」（『産業学会研究
年報』第30号）122-123ページ。
表 2-1　銑鉄鋳物用途別生産量の構成比
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）
一般機械 
関連用
ロール・鋳型・
鋳型定盤用
輸送機械
関連用
その他用
1955年 42.5 23.1 11.9 18.7
1960年 48.4 23.0 13.1 10.7
1965年 41.2 27.6 17.5 10.1
1970年 35.3 31.9 23.3 6.3
1975年 23.3 27.2 40.0 7.1
1980年 27.7 13.3 48.1 8.0
1985年 29.7 5.2 55.1 7.0
1990年 29.7 3.0 59.4 5.2
1995年 27.2 2.6 61.3 6.3
2000年 27.9 2.1 62.5 5.7
2005年 28.7 ― 66.7 4.6
2010年 26.6 ― 69.1 4.2
2014年 25.3 ― 70.3 4.3
　（注）　「一般機械関連用」とは「産業機械器具用」「土木建築・鉱山機械用」「金属工作・加工機械用」「その他一
般機械用」の合計である。ただし，2005年以降は「ロール・鋳型・鋳型定盤用」も含む。「輸送機械関連用」
は「自動車用」と「その他輸送機器用」の合計である。
（出所）　図 2-1 と同じ。
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　一般的な傾向として機械工業の発展に伴い機械を構成する諸材料に対する質的な要求は高
まる。機械が大型化，高速化，高精密化，高温化，高圧化などの方向に発展するのに伴い機
械の主要構造材の使用条件はより過酷になるので，それに耐え得る材質が要求されるからで
ある。銑鉄（鋳鉄）鋳物の場合は引張強さ（kg/㎟）が高いほどより強靭な材質となる。日
本において銑鉄鋳物の材質に対する要求が高まり，製造可能な銑鉄鋳物の引張強さの水準が
飛躍的に高められたのは1950年代以降であった（図 2-2）。
　　銑鉄鋳物に対する材質要求の水準が高められた背景は，第 1 に，1950年代から産業機
械・工作機械産業が大量生産に合わせた機械の製造が進展したことである。高度成長期の機
械工業の課題は大量生産体制の確立であるが，互換性部品の生産を原理とした大量生産シス
テムの技術的な要件の 1 つに各種機械加工技術の高速化，高精度化がある。工作機械を例に
取れば，大量生産の下で切削加工工程では，部品加工の再現性の確保と同時に切削速度の向
上による切削時間短縮が追求される。これを実現するには，広く知られているように高速切
削に耐えられる高速度鋼工具の採用，より剛性の高い工作機械への設計変更が必要であった
が，それに加えて機械材料として利用される銑鉄鋳物の改良も必要とされた。脆い銑鉄鋳物
（普通鋳鉄・ねずみ鋳鉄）に代わって，工作機械の高速化・高精度化に耐え得る強靭性，安
定性，耐摩耗性のあるミーハナイト鋳鉄鋳物が採用されるようになった8）。ミーハナイト鋳
　　　　（出所）　石野，前掲書，194ページより一部修正して，転載。
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図 2-2　日本における銑鉄（鋳鉄）鋳物の引張強さ
8）　長尾克子（2002）『工作機械技術の変遷』日刊工業新聞社，336ページ。
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鉄鋳物は従来の普通鋳鉄鋳物に比べ，均質な金属組織（肉厚偏差による金属組織の緻密さの
変動が少ない金属組織）を持ち，剛性および靭性が高く，経年変化が少なく，耐摩耗性に優
れているといった特徴を持つ9）。鋳鉄鋳物の強靭化は1910年代のドイツに端を発するが，
1923年にアメリカとイギリスで発明されたミーハナイト鋳鉄によってその製法が確立され
た。日本では1950年代にアメリカからミーハナイト鋳鉄製法の技術導入がなされ，工作機械
の構造材としての適用が広がった10）。工作機械における切削加工能力の向上に伴い強靭な機
械材料が求められる関係は他の産業機械でも見られ，産業機械分野での採用も広まった。
　第 2 に，1970年代以降に最大需要先となった自動車産業において素形材レベルでのコスト
削減の追及と自動車の低燃費化を目的とした薄肉化・軽量化へのニーズが高まったことによ
りダクタイル（球状黒鉛）鋳鉄への需要が拡大した。
　ダクタイル鋳鉄は溶湯にマグネシウム等の球状化剤を添加し，鋳鉄組織中の片状黒鉛を球
状化させ，鋳鋼に匹敵するほどの引張強さを実現した鋳鉄鋳物である。その製法は1948年に
アメリカのインターナショナル・ニッケル社によって発明された。日本では鉄鋼業の粗鋼生
産量の拡大につれて，鋳型・ロールの材質・耐久性の向上のニーズが高まり，1950年代に鋳
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図 2-3　ダクタイル（球状黒鉛）鋳鉄鋳物の用途別生産量
（出所）　図 2-1 と同じ。
9）　日本強靭鋳鉄協会編（1961）『強靭鋳鉄』日刊工業新聞社，146-154ページ。
10）　沢井実（2010）「高度成長と技術発展」石井寛治・原朗・武田晴人編『日本経済史 5 　高度成長
期』東京大学出版会，30-31ページ。
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型・鋳型定盤・ロール用鋳物や鋳鉄管の分野でダクタイル鋳鉄の採用が広まった11）。
　こうして日本でダクタイル鋳鉄鋳物の需要が形成されたが，その需要量を急拡大させたの
は自動車産業である。ダクタイル鋳鉄の用途別生産量を見ると（図 2-3），1970年代から輸
送機械用が徐々に増加し，1980年以降に急拡大している。銑鉄鋳物生産量に占めるダクタイ
ル鋳鉄の比率は1970年に 7 ％であったが，1990年に26％，2010年に38％にまで高まった。自
動車産業におけるダクタイル鋳鉄鋳物の需要拡大の要因は，第 1 次石油危機を契機に自動車
産業が素形材レベルでのコスト低減と，軽量化を目的とした他素形材からダクタイル鋳鉄鋳
物への転換を進めたことである。日本強靭鋳鉄協会（1979）によれば，ダクタイル鋳鉄への
主な変更理由はコスト低減，強度増，軽量化であり，被代替素形材は可鍛鋳鉄，鋳鋼，鋼
材・プレス品，普通鋳鉄，鍛工品であった12）。各種素形材の中で比較的に高コストの可鍛鋳鉄，
鋳鋼品，鋼材・プレス品から低コストのダクタイル鋳鉄に代替され，鋳物の薄肉化・軽量化
には材質強度が求められるため普通鋳鉄からより強度の高いダクタイル鋳鉄に転換された。
2-3　銑鉄鋳物の供給構造
（ 1 ）内外製傾向
　以上のように戦後日本の銑鉄鋳物需要は量質ともに大きな変化を経験していた。次にこの
銑鉄鋳物需要に対して誰が鋳物を生産し，供給してきたかという問題を検討する。生産者を
類型化すると，需要産業の内製部門，大手専業（兼業）鋳物メーカー，中小専業鋳物メー
カーの三者となる。まずは内外製傾向について検討する。
　銑鉄鋳物の需要産業は必要とする鋳物製品を内製するか，専業鋳物メーカーから調達する
かのいずれかの方法，あるいはその両方で調達する。そこで『機械統計年報』，『鉄鋼・非鉄
金属・金属製品統計年報』から算出できる「自己消費率」を用いて，戦後の内外製傾向を見
てみると，1950年代半ばから近年までの自己消費率は，30％～40％の間を上下しつつ推移し
てきた（図 2-4）。つまり生産量全体の ６ 割から 7 割は専業鋳物メーカーが生産し，産業機
械・工作機械産業，鉄鋼業，自動車産業などの需要産業へと供給してきたことになる。
　自己消費率の推移は，上昇する時期と下降する時期がある。1950年代は自己消費率が低下
する傾向にあったので，一般に外製化が進行したと言える。1960年代から1970年代半ばの期
間は自己消費率が30数％から40％まで高まったので，需要産業で内製化が進んだことを示し
ているが，鋳物の生産量が全体として拡大している時期なので，自己消費率の高まりは専業
鋳物メーカーの役割の低下を意味するわけではなく，専業鋳物メーカーの生産量は絶対的に
11）　日本強靭鋳鉄協会編，前掲書，181ページ。
12）　日本強靭鋳鉄協会（1979）『球状黒鉛鋳鉄品生産技術実態調査報告書』51ページ。
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拡大していた。1970年代半以降は自己消費率が緩やかに低下する傾向へと転じている。第 1
次石油危機後に需要産業で「減量経営」が進められ，内製部門の統廃合が進展したことが自
己消費率の変化に表れていると考えられる。その結果，需要産業における外製依存が進行
し，専業鋳物メーカーの役割が高まっていった。
　以上のように戦後日本の需要産業における銑鉄鋳物の調達に際して，その ６ ～ 7 割は外注
が選択されてきたので，主たる鋳物供給者は専業鋳物メーカーであった。
（ 2 ）専業鋳物メーカーにおける中小メーカーの位置づけ
　次に，大手専業鋳物メーカーと中小専業鋳物メーカーを区別して，事業所数と製造品出荷
額の動向について見ていく（表 2-2，表 2-3）。従業員規模別事業所数の構成比を見ると，い
ずれの年をとっても，従業員規模 4 ～99人の事業所数が多く，それを超えると事業所数が急
減する傾向が見られるので，大手メーカーと中小メーカーを分ける基準は従業員規模100人
前後であると考えられる。ここでは従業員規模100人未満の事業所を中小専業鋳物メーカー
とし，50人未満の事業所を小零細専業鋳物メーカーする。
　表 2-2 の従業員規模別事業所数の変化からは次のことが指摘できる。第 1 に，1950年から
2014年まで 4 ～99人規模の事業所数は全体の 9 割以上を占めており，戦後日本の銑鉄鋳物産
業は一貫して中小企業性が強かった。1950年から1990まで年まで 4 ～99人規模の事業所は全
体の96％～98％を占めてきたが，1990年以降は中小規模の事業所数が減り，その構成比は96
％台から2014年には92.9％にまで減少した。
　第 2 に，事業所数合計の推移を見ると，1950年から1970年までは事業所数が増加する傾向
にあり，1950年の1,912事業所から1970年には2,808事業所に増加した。その後，事業所総数
は減少傾向へと転じ，1970年の2,808事業所から1990年には1,522事業所，2014年には645事業
図 2-4　銑鉄鋳物自己消費率の推移
　　　　　　　（出所）　図 2-1 と同じ。
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所にまでその数を減らしている。1990年以降は特に小規模事業所の量的減少が著しい。
　表 2-3 の従業員規模別の製造品出荷額等の推移からは次のことが指摘できる。第 1 に，
1950年から1990年まで銑鉄鋳物産業の製造品出荷額等は全体として右肩上がりの成長を実現
し，1990年には8,513億円にまでに達した。その過程で大手専業鋳物メーカーと中小専業鋳
物メーカーはともに右肩上がりの生産拡大を実現した。
　第 2 に，1950年から1990年までの 4 ～99人規模事業所の製造品出荷額等の割合は ６ 割台を
推移した。つまり，銑鉄鋳物産業の右肩上がりの生産拡大の過程で，中小専業鋳物メーカー
は比較的高い国内市場シェアを維持し続けた。
　第 3 に 4 ～49人層の小零細専業鋳物メーカーの動向を見ると，その製造品出荷額等のシェ
アは1950年52.3％→1960年49.1％→1970年45.0％→1980年46.4％→1990年41.0％と漸減した
が，1990年代以降は40％台から20％台に激減した。中規模専業鋳物メーカーと小零細専業鋳
物メーカーの格差が1990年代以降にはっきりと現われている。高度成長期から1980年代まで
は，両者の格差は大幅に広がることはなかったと言える。
　第 4 に，1990年以降は右肩上がりの生産拡大が終焉し，製造品出荷額等の全体動向は縮小
傾向へと転じるなかで，中小専業鋳物メーカーの国内市場シェアは ６ 割台から 4 割台へと急
激に低下した。この主たる要因は小零細専業鋳物メーカーの国内市場シェアが激減したこと
にあるが，その一方で，500人以上の大規模事業所は製造品出荷額等の構成比を増加させて
いる。その構成比は，1990年の12.7％から2010年には28.6％に増加し，2014年は300人以上
の数値であるが33.8％にまで達した。製造品出荷額等の構成比の変化から見れば，1990年以
降は中小専業鋳物メーカーのそれまでの地位が相対的に低下する一方で，大手専業鋳物メー
カーの地位が高まっている。これは銑鉄鋳物国内市場における競争関係が大きく変化したこ
とを示唆している。さらに1980年代後半から東アジア諸国からの輸入鋳物が国内市場に流入
した。1990年代以降の銑鉄鋳物産業の変化については，東アジア諸国の鋳物産業との競争関
係も同時に検討する必要があるので，別稿で検討する予定である。
2-4　小　　　括
　ここで1950年代から1980年代までの需給構造の特徴をまとめたい。
　1950年代の主要な需要産業は産業機械・工作機械産業と鉄鋼業であった。高度成長期の大
量生産体制の形成・確立に対応して各種生産財への需要量の拡大と機械技術の高度化が生
じ，各種生産財に使用される鋳物製品の需要量も拡大し，材質の高度化が求められた。とく
に工作機械や産業機械ではミーハナイト鋳鉄が要求されるようになった。1950年代の内製率
は 4 割から 3 割へと低下し，残りの鋳物需要には専業鋳物メーカーが供給し，そのうちの ６
割は中小専業鋳物メーカーによる供給であった。
2016 283戦後日本の銑鉄鋳物産業の展開と中小専業鋳物メーカ （ー永島）
　1960年代には自動車産業が主要な需要産業に加わる。その結果，国内鋳物市場は小ロット
から大ロット，小物から中・大・超大物，少品種から多品種の鋳物需要によって構成され，
より複雑で多様な需要構造へと変化した。この時期の内製率は 3 割から 4 割と増加したが，
内製生産量とともに専業鋳物メーカーの生産量も拡大し，引き続き中小専業鋳物メーカーの
国内市場シェアは維持された。
　1970～80年代に入ると主要な需要産業から鉄鋼業が脱落し，産業機械・工作機械産業の需
要量は減少し，年間50～80万トン台を推移した。最大需要先となった自動車産業の鋳物需要
量は1990年まで右肩上がりに拡大した。第 1 次石油危機を契機に，素形材レベルでのコスト
削減と軽量化が求められるようになり，その結果，他の素形材や普通鋳鉄鋳物からダクタイ
ル鋳鉄鋳物への代替が生じ，ダクタイル鋳鉄鋳物の需要が拡大した。この時期の内製率は再
び 4 割から 3 割へと低下し，外製依存が進展した。この時期から専業鋳物メーカーの事業所
数は量的に縮小し始めたが，中小専業鋳物メーカーは ６ 割台の国内市場シェアを維持し続け
たので，中小専業鋳物メーカーは生産性を向上させ，需要産業からの素形材のコスト削減・
軽量化要求に対応したと考えられる。
　1950年代から1980年代までの銑鉄鋳物産業の主な需要産業は変遷し，それら需要産業は高
度成長期から日本経済の成長を牽引したリーディング産業であった。高度成長期における産
業機械・工作機械産業と鉄鋼業は，日本経済の高度成長の原動力となった投資拡大メカニズ
ムの形成者であったし，1960年代以降の自動車産業は高い国際競争力を形成し，自動車の輸
出伸長により日本の経済成長を牽引した産業であった。「わが国機械工業の発展をはばむ一
つの要因」とされた銑鉄鋳物産業は，むしろ高度成長期から低成長期にかけてリーディング
産業の成長を支える基盤的な役割を担い，リーディング産業の変転を下支えしてきたと評価
すべきであろう13）。しかも，その基盤的な役割において当該産業の大部分を占めてきた中小
専業鋳物メーカーは ６ 割台という比較的高い国内市場シェアを維持し，基盤的技術をリーデ
ィング産業に提供する重要な位置を占めていた。
13）　このようなリーディング産業の変転と成長を下支えする基盤的技術産業の役割は，関（1997）が
提起した「先端技術」，「中間技術」，「基盤技術」からなるピラミッド型の「技術の集積構造」概念
で示されている。しかし，そのようなイメージとして基盤的技術産業や銑鉄鋳物産業を捉えること
ができるのは拡大期に限られると思われる。縮小期に入った銑鉄鋳物産業の主たる需要産業は自動
車産業と産業機械・工作機械産業のままであるし，次に新たな需要産業が現れる気配は生産統計か
らは見て取れない。むしろ，自動車産業への依存度が高まる傾向にある。関満博（1997）『空洞化
を超えて―技術と地域の再構築―』日本経済新聞社，55-57ページ。
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3 ．中小専業鋳物メーカーの国内市場シェア維持の要因
　次に，1950年代から1980年代まで中小専業鋳物メーカーの国内市場シェアが比較的高い水
準に維持された要因について述べる。市場シェア維持の要因を明らかにするには，まず中小
専業鋳物メーカーがどの市場でシェアを獲得していたのかを特定する必要がある。
　需要分野によって銑鉄鋳物の自己消費率の水準は異なる。当該期間において最も自己消費
率の低い分野は産業機械・工作機械用鋳物であり， 1 割～ 2 割台であった14）。産業機械・工
作機械産業の自己消費率が低い理由は，中小規模の産業機械・工作機械メーカーが多く，基
本的に少量生産であるので，特定製品分野の設計・組立工程と使用頻度の高い加工工程のみ
を内部に備え，それ以外の素形材加工は外部の専門メーカーに依存する傾向が強いからであ
る15）。自動車用鋳物の自己消費率は 5 割台であった。自動車で使用される代表的な鋳物はシ
リンダーブロック，シリンダーヘッドなど自動車の性能を左右する重要な基幹部品であるた
め，ほとんどの自動車メーカーが内製鋳物工場を保有しており，その生産量が非常に大きい
ことが自己消費率の高さに表れているが，残りの約半数は専業メーカーから調達している。
鉄鋼業向けのロール用鋳物の自己消費率は 7 割～ 9 割台であり，主として内製によって供給
されていた。鋳型・鋳型定盤用鋳物は 4 割～ 5 割台であった。造塊用鋳型の約半数は専業メ
ーカーによる供給だが，その市場は久保田鉄工，神戸鋳鉄所，日本鋳造など鋳型，ロール以
外にも鋳鉄管，鋳鋼品を生産する大規模専業鋳物メーカーによって占有されていた16）。1950
～60年代に急増した鉄鋼業向け鋳物の主な生産者は鉄鋼メーカー内製部門と大手専業鋳物メ
ーカーであったので，この分野で中小専業鋳物メーカーが市場シェアを獲得したわけではな
かった。したがって，中小専業鋳物メーカーは産業機械・工作機械用鋳物市場と自動車用鋳
物市場でシェアを獲得していた。少数の大手専業鋳物メーカーと多数の中小専業鋳物メーカ
ーという産業構造のなかで，なぜ中小メーカーの市場シェアは比較的高く維持されたのだろ
うか。
3-1　下請分業生産
　高度成長期からバブル崩壊までの日本経済の持続的な成長に伴って産業機械・工作機械産
14）　日本総合鋳物センター（1965）『鋳物工業の構造調査―後編―』機械振興協会経済研究所，62-63
ページ，通商産業省編（1976）『産業構造の長期ビジョン』通商産業調査会，310ページ。自動車
用，ロール・鋳型・鋳型定盤用の自己消費率の出所も同様である。
15）　中岡哲郎（1993）「発展途上国機械工業の技術形成―専門分業と市場の問題をめぐって―」竹丘
敬温・高橋秀行・中岡哲郎編『新技術の導入』同文舘，160-161ページ。
16）　日本鋳造50年史編集室編（1970）『日本鋳造50年史』日本鋳造株式会社，121-122ページ。
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業と自動車産業では下請分業生産が展開され，中小企業が下請生産に大量動員されることに
なった17）。銑鉄鋳物産業のような基盤的技術産業に属する中小企業も下請分業生産に組み込
まれ，発注側の生産拡大とともに下請中小専業鋳物メーカーへの発注量が拡大したことが第
1 の要因である。産業機械・工作機械産業と自動車産業における鋳物関連の下請分業生産の
展開にはそれぞれ特徴がある。
　産業機械・工作機械用鋳物分野では，1950年代に内製部門・大手専業鋳物メーカーと中小
専業鋳物メーカーの間に生じた技術格差によって両者は市場をすみ分ける供給構造が形成さ
れた。すなわち，大手ユーザーは内製部門ないし大手専業鋳物メーカーから鋳物を調達し，
中小ユーザーは中小専業鋳物メーカーから調達するという需給構造である。このような需給
構造が形成された理由は，沢井（2013）が指摘する工作機械産業内の「重層的市場＝生産構
造」が鋳物調達にも反映していたこと18），この時期に技術導入されたミーハナイト鋳鉄製法
が内製部門と一部の大手専業鋳物メーカーに限られていたこと19），そして内製部門と専業鋳
物メーカーとの鋳物の価格差である20）。
　1960年代にこの供給構造は変化し始める。生産拡大に伴い鋳物の消費量が増加した大手産
業機械・工作機械メーカーは内製部門の強化とともに外注先の数を増やし，発注量を増加さ
せる過程で，鋳物の調達先は中小専業鋳物メーカーにまで広がり，鋳造関連企業の組織化を
図る機械メーカーが現われた。たとえば，新潟鉄工所内製鋳物工場では1965年に15％であっ
た外製率が1970年には35％にまで増加し21），遠州製作は1968年に中小専業鋳物メーカーを中
心に遠州製作鋳造事業部協力会を発足させ，鋳物関連下請企業は30社に及んだ22）。
　第 1 次石油危機を契機に内製部門を抱えていた産業機械・工作機械メーカーは内製部門の
統廃合を進め，鋳物の外製依存がさらに進展した。社内需要が不安定であったことに加え，
1970年代以降に産業機械・工作機械用鋳物市場が縮小する過程で内製部門の経営が成り立た
なくなり，企業全体で見ると内製部門の利益率が低く経営資源が十分に投下されていなかっ
たことなどの要因が重なり，内製部門が中小専業鋳物メーカーとのコスト競争で優位に立て
なくなっていた23）。さらに1950年代に見られた内製部門と中小専業鋳物メーカーの技術格差
17）　植田浩史（2004）『現代日本の中小企業』岩波書店，57-69ページ。
18）　沢井実（2013）『マザーマシンの夢』名古屋大学出版会，365-366ページ。
19）　永島昂（2011）「地場産業における中小企業の技術―高度成長期川口鋳物工業における強靭鋳鉄
製法の共同的な技術導入―」永山利和編『現代中小企業の新機軸』同友館，137-139ページ。
20）　鋳造技術委員会・日本機械工業連合会（1956）『鋳鉄鋳物労働生産性調査報告書』26ページ。
21）　日本社史全集刊行会編（1977）『日本社史全集―新潟鉄工所八十年史―』常磐書院，215ページ。
22）　遠州製作社史編集委員会（1971）『50年史』遠州製作株式会社，118-119ページ。
23）　中小企業事業団・中小企業大学校中小企業研究所（1990b）『中小企業のための技術動向分析（鋳
造）第 2 分冊』168ページ。
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は，後述するように中小専業鋳物メーカーの技術蓄積によって1970年代には埋められてい
た。こうして産業機械・工作機械関連の中小専業鋳物メーカーが下請分業生産に組み込まれ
た。
　自動車用鋳物分野の場合は次のように下請分業生産が展開した。1950年代後半から自動車
メーカー各社は素形材工程の合理化と並行して外注への切り替えを進め，素形材の外注の中
で特に鋳造工程での外注比率が高かった24）。鋳物外注が進められた理由は，第 1 に内製品を
比較的品種の少ない製品に限定させ，内製部門の生産性向上を追及したこと，第 2 に乗用車
の大量生産体制に合わせた鋳物部品の供給能力および品質・コスト・開発の面で優れた専門
メーカーの確保を目的として，自動車メーカー各社は専業鋳物メーカーの設立や系列化を進
めたことである。たとえば，いすゞ自動車の 1 次下請鋳物メーカーである自動車鋳物（現ア
イ・メタル・テクノロジー）は，いすゞの設備投資計画に歩調を合わせ生産能力の増強を進
め，1957年にいすゞとの共同出資で三和鋳造所を設立した25）。トヨタ自動車はトヨタ，新川
工業，愛知工業の鋳造部門を整理・統合し，1960年に高丘工業（現アイシン高丘）を設立し
た26）。このように1960年前後に自動車関連の大手専業鋳物メーカーの新設ないし設備増強が
進められ量産体制が整えられた。さらに大手専業鋳物メーカーは鋳造，加工，仕上げなどの
外注化を進め，鋳物関連企業の組織化を図った。こうして中小専業鋳物メーカーも自動車用
鋳物分野の下請分業生産に組み込まれていった。
　1961年に実施された日本綜合鋳物センターの調査によれば，調査対象となった自動車関連
の銑鉄鋳物工場数は181工場であり，そのうち99人以下の中小規模の鋳物工場が95％（132工
場）を占めていた（表 3-1 ）。他の材質・ダイカスト工場も含めると100人規模未満の中小メ
ーカーは305工場で，全体の69.6％であった。1960年代初頭にはすでに多くの中小規模の鋳
物工場が，自動車用鋳物の下請分業生産に組み込まれていた。さらに同調査では，こうした
中小専業鋳物メーカーは「自動車用鋳物の専業者が少なく，他工業用部品の鋳物をあわせて
行っている」ことが特徴であると指摘されている27）。内製部門や 1 次下請専業鋳物メーカー
は比較的少品種で大ロットの鋳物製品を生産し，多品種かつ比較的にロットが小さい鋳物製
24）　武田（1995）の『自動車製造業　労働生産性調査報告』の分析によれば，小型車の生産に必要な
労働時間のうちの外注比率は，1961年は全工程で17.2％であったが，鋳造工程は37.2％と高かっ
た。1962年には全工程が23.4％のところ鋳造工程は50.1％に達していた。武田晴人（1995）「自動
車産業」武田晴人編『日本産業発展のダイナミズム』東京大学出版会，210-211ページ，228-229
ページ。
25）　いすゞ自動車株式会社社史編集委員会（1988）『いすゞ自動車50年史』いすゞ自動車，206ページ。
26）　アイシン高丘株式会社社史編集委員会（1990）『アイシン高丘30年史』アイシン高丘，27-28ペー
ジ。
27）　日本綜合鋳物センター，前掲書， 2 ページ。
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品を外注化していたため，中小専業鋳物メーカーは多品種中量生産にならざるを得ず，自動
車関連と同時に他分野の鋳物も受注し，生産することになった。
3-2　技 術 革 新
　こうして中小専業鋳物メーカーは需要産業の下請分業生産に組み込まれるようになった
が，1950年代以降に鋳物生産が全体として拡大する過程で中小専業鋳物メーカーの生産比率
が維持されたのは，中小メーカーの生産量も持続的に拡大していたからである。下請中小専
業鋳物メーカーは主に多品種少量・中量生産分野の鋳物の供給主体として位置づけられる
が，需要産業による発注増大への対応が可能であった要因は技術革新である。「昔ながらの
非近代的な生産を行ってい」たわけではなく，1960年代以降の市場変化に対応した革新的技
術を中小専業鋳物メーカーは導入・活用し，生産量の持続的な拡大が実現されていた。
　高度成長期に「近代的」な鋳物生産を実現していた象徴的な存在は自動車メーカーの内製
部門であり，そこではエンドレスコンベアラインに連結された自動造型機が稼働していた。
たとえば，トヨタ自動車では1955年にエンドレスコンベアと造型機にサンドスリンガーを導
入し，1959年には自動造型機を導入し，砂を入れた金枠のジョルト（上下振動）とスクイズ
（圧縮）が自動化されている。その後，1970年には大型の金枠を高圧で造型する全自動高速
高圧造型ラインを導入され，鋳物の寸法精度と生産性が格段に向上した28）。たしかに中小専
業鋳物メーカーにはこうした「近代的」な造型ラインが広く普及することはなかったが，こ
28）　トヨタ産業技術記念館展示資料（2011年 2 月 ６ 日閲覧）による。
表 3-1　従業員規模別の自動車用鋳物・ダイカスト工場（19６1年）
（構成比：％）　
銑鉄鋳物 可鍛鋳鉄 軽合金鋳物 銅合金鋳物 ダイカスト 鋳鋼品 合計
実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比
1000人以上 16 8.8 4 10.5 10 26.3 3 6.1 9 8.7 4 13.8 46 10.5
500～999人 7 3.9 3 7.9 4 10.5 0 0.0 3 2.9 5 17.2 22 5.0
300～499人 3 1.7 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 5 17.2 8 1.8
200～299人 8 4.4 1 2.6 1 2.6 3 6.1 5 4.9 2 6.9 20 4.6
100～199人 15 8.3 6 15.8 6 15.8 3 6.1 13 12.6 1 3.4 44 10.0
50～99人 33 18.2 12 31.6 12 31.6 6 12.2 18 17.5 7 24.1 88 20.1
30～49人 32 17.7 8 21.1 8 21.1 13 26.5 22 21.4 2 6.9 85 19.4
20～29人 30 16.6 2 5.3 2 5.3 6 12.2 21 20.4 1 3.4 62 14.2
19人以下 37 20.4 2 5.3 2 5.3 15 30.6 12 11.7 2 6.9 70 16.0
合計 181 100.0 38 100.0 38 100.0 49 100.0 103 100.0 29 100.0 438 100.0
（出所）　日本綜合鋳物センター（1962）『鋳物総合市場調査（自動車部門）―第二次報告書―』11-12ページより作
成。
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れとは異なる造型技術が導入され，多品種少量・中量生産分野の生産性向上と生産拡大が実
現された。
（ 1 ）中大物・小ロット・多品種生産分野の技術革新
　産業機械・工作機械用鋳物など中大物・小ロット・多品種の鋳物製品を製造する「手込め
造型」の造型工程を見れば，たしかに「機械化」はほとんど進まなかった。しかし，それは
手込め造型における技術革新が進まなかったことを意味しない。この分野の造型技術は1960
年代には乾燥型から炭酸ガス型へ，1970年代には自硬性鋳型へと発展した。
　1950年代までの手込め造型の鋳型は乾燥型が主流であった。乾燥型とは鋳枠に生砂（珪砂
に粘土と水分を加えた鋳物砂）を投入し，つき棒で鋳型を押し固めた後，鋳型を乾燥炉で焼
き固める造型方法である。この造型方法のボトルネックは乾燥工程であり，中物の鋳型でも
６ ～12時間の乾燥が必要であった29）。この工程を省略させ，鋳型の寸法精度と生産性の向上
を実現させたのが炭酸ガス型であった。炭酸ガス型は珪砂に少量の水ガラス（ケイ酸ソー
ダ）を混ぜた鋳物砂を鋳枠に充塡し，炭酸ガスを造型した鋳型に吹き込み，化学反応により
鋳型を硬化させる造型方法である。炭酸ガス型の利点は，① 乾燥工程の省略による生産性
向上とコスト低減（コスト削減率は約25～30％），② 鋳型の強度向上による寸法精度の向
上，芯金の簡略化，型仕上げの簡易化，③ 必要とされる熟練技能の低下，訓練期間の短縮
化などが挙げられる30）。炭酸ガス型の導入コストは低く，専用の鋳物砂と炭酸ガス発生装置
が必要なだけであった。また，型コストの低い木型でも造型可能であり，従前の設備や技能
を生かしつつ導入することが可能であったため，中小専業鋳物メーカーに炭酸ガス型が広く
普及することになった31）。
　1970年代以降，炭酸ガス型に代わって中小専業鋳物メーカーに普及した造型技術は有機自
硬性鋳型であった32）。有機自硬性鋳型はフラン樹脂などの有機系粘結材を含ませた砂を鋳枠
中に充塡し，そのまま放置させて，化学反応により硬化させる造型方法である33）。有機系粘
29）　大阪府立商工経済研究所（1970）『最近10年間における大阪中小工業の基本動向―その 1 　銑鉄
鋳物製造業（下）―』160ページ。
30）　その一方で，次のような欠点もある。①鋳型の硬化速度の調整や離型に独自の調整が求められ
る。②原料砂の粒度，水分，微粉，表面状況などが硬化に影響を及ぼすため，硬化剤の特性を考慮
して砂を選択する必要がある。③特殊鋳型用の配合砂は乾燥型用の砂に比べ価格が多少高い。しか
し，先に述べた生産性向上と諸経費の方が大きいので，従来の乾燥型に比較すれば利点の方がはる
かに大きい。牧口利貞（1971）「自硬性鋳型の展望」（『鋳鍛造』第286号）10-11ページ。
31）　大阪府立商工経済研究所，前掲書，203ページ。
32）　30周年記念誌編集委員会（1990）『30周年記念誌　鋳造機械工業の昨日，今日，明日』日本鋳造
機械工業会，14ページ，創立50周年記念事業企画委員会（2010）『創立50周年記念　世界の鋳物づ
くりを支える日本ブランド』日本鋳造機械工業会，33ページ。
33）　中小企業事業団・中小企業大学校中小企業研究所（1990a）『中小企業のための技術動向分析（鋳
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結剤には多くの種類があるが，最も広く普及したのがフラン樹脂をつかったフラン自硬性鋳
型である34）。フラン自硬性鋳型は① 砂の硬化時間が短く（20～30分程度），② 砂の流動性に
優れ，造型能率が向上し，③ 砂の強度も高く，芯金などの段取り作業が少なく，④ 砂の崩
壊性が良く型ばらし工数の低減ができるなどの利点があり，少ない人員の下でも生産量の拡
大が実現できた。たとえば，工作機械用鋳物メーカーの YF 社は，1970年代後半にフラン自
硬性鋳型法を導入し，従来のガス型法と比べ 3 分の 1 の従業員で同じ生産量を実現できるよ
うになり35），1977年に導入した三菱重工業名古屋機器製作所内製鋳物工場では造型工程の人
員が半減し，製造コストは以前の乾燥型法採用時と比較して約30％低減している36）。さら
に，炭酸ガス型は砂の再生率が極めて低く，使用後は廃棄されていたが，フラン自硬性鋳型
の砂は約95％が再生可能であり，砂の廃棄費用と新砂購入費用が削減できた37）。
　鋳型用のフラン樹脂は1958年にアメリカで開発され，1961年に神戸理化学工業が鉄鋼業向
けの造塊用鋳型や定盤の鋳物製造として技術導入したが38），1972年に設立された花王クエー
カーの製品開発と販売活動によってフラン自硬性鋳型の普及が加速された39）。花王クエーカ
ーはフラン樹脂ユーザーである鋳物メーカーとの密接な協力体制の下でフラン樹脂を開発し
ただけでなく，砂再生システムも併せた製品開発を行った。開発に協力したユーザーはモデ
ル工場として後続の鋳物メーカーに公開され，短期間のうちにフラン自硬性鋳型の認知を広
めることに成功した。産業機械・工作機械関連の中小専業鋳物メーカーを中心にフラン自硬
性鋳型を導入する企業が増加し，1979年に花王クエーカーのフラン樹脂販売量は年間 1 万ト
ン近くに達した40）。
（ 2 ）小物・中ロット・多品種生産分野の技術革新
　1950年代に登場した小物・中ロット・多品種生産分野の鋳物製品の造型ラインは，多数の
在来型造型機とパレットコンベアを組み合わせたパレットコンベアラインであった。これは
種類の多い中量生産品分野の生産性向上を目的として，1951年に管継手を製造する日立製作
物）第 1 分冊』260-261ページ。
34）　1960年代に普及した自硬性鋳型は，水ガラスなど無機系の粘結剤を使用した炭酸ガス型（無機自
硬性鋳型）に対し，フラン樹脂などの有機系の粘結剤を使用する鋳型を有機自硬性鋳型と言う。中
小企業事業団・中小企業大学校中小企業研究所（1990a）前掲書，263-264ページ。
35）　YF 社へのヒアリング調査（2010年 3 月 3 日）による。
36）　三菱重工株式会社名古屋機器製作所編（1986）『鋳・鍛造工場の歴史』165ページ。
37）　KM 社へのヒアリング調査（2010年 2 月23日）による。
38）　伊豆井省三（2000）「特殊鋳型技術の進展」（『鋳造工学』第72巻第12号）795ページ。
39）　遠山恭司（2001）「自動車素形材産業における技術革新とサプライヤー・システム―プレス金型
用鋳物の事例研究―」日本中小企業学会編『中小企業政策の「大転換」』同友館，145ページ。
40）　日本経営史研究所・花王株式会社社史編纂室（1993）『花王史100年（1890～1990年）』花王株式
会社，746-747ページ。
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所桑名工場で開発された造型ラインである。同社では戸畑鋳物時代に導入したエンドレスコ
ンベアラインで管継手を生産していたが，管継手の種類は約600にも及び，頻繁な模型交換
によってエンドレスコンベアラインが度々止まるなどの不具合が生じていた。エンドレスコ
ンベアラインでは造型工程と注湯工程が 1 本のコンベアで連結されていたが，新たに開発さ
れたパレットコンベアラインでは造型工程と注湯工程が分離され，コンベア上に鋳型を溜め
ておく緩衝帯を設けることで造型速度と鋳込み速度との不均衡が吸収された。さらに多数の
在来型造型機を用いることで多種の鋳型を同一ラインで造型することが可能となった41）。同
様の造型ラインは1954年に遠州製作が導入し42），1956年にはトヨタ自動車内製鋳物工場でも
導入された43）。パレットコンベアラインは1950年代に自動車メーカー，繊維機械工作機械メ
ーカーの内製部門に導入されたが，1960年代に入ると同様の造型ラインが中小専業鋳物メー
カーにも普及した。
　その後，多品種中量生産の中小専業鋳物メーカーの生産性を大幅に向上させた造型技術は
小型無枠式縦型自動造型機であった。これは1964年にデンマーク鋳造機械メーカーのディサ
マチック社が開発し，「ディサマチック造型機」として商品化された。小型無枠式縦型自動
造型機の特徴は，従来の造型機が水平割有枠方式であったのに対して，鋳型を縦に割る垂直
割無枠方式に変更することで，金枠，定盤，錘が不要となっていることである。この変更に
より造型後の型合わせも自動化された。さらに，従来の造型機は上型と下型をそれぞれ別に
造型していたのに対して，小型無枠式縦型造型機は 1 個の鋳型に左右型を同時に造型するの
で造型速度は 2 倍以上に早まった44）。
　1968年京都で開催された国際鋳物会議でディサマチック造型機が日本に紹介され，1970年
代初頭からディサマチック造型機をはじめとする小型無枠式縦型自動造型機が中小専業鋳物
メーカー市場において驚異的な伸びを示した。中小専業鋳物メーカー市場でこれが受け入れ
られた理由は，導入コストの低さである45）。従来の水平割有枠式造型機には金枠，定盤，錘
が必要であり，たとえば，金枠は，当時， 1 つ当たり20万～30万円だったので，常時100枠
41）　宇津巌（1953）「新様式機械化連続鋳造設備とその合理性に就いて」（『鋳物』第25巻第 1 号）
16-19ページ。
42）　遠州製作社史編集委員会，前掲書，325ページ。新東工業株式会社社史編集委員会（1964）『新東
工業30年の歩み』新東工業，222-223ページ。新東工業（1979）『新東―創立45周年記念誌―』145
ページ。
43）　日本人文科学会（1963）『技術革新の社会的影響―トヨタ自動車・東洋高圧の場合―』東京大学
出版会，42ページ。
44）　ただし鋳型を垂直割にしたことにより，溶湯落差が大きくなるので垂直割に適した鋳造方案に関
するノウハウの蓄積が必要であった。
45）　中小企業事業団・中小企業大学校中小企業研究所（1990a），前掲書，60-61ページ。
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を造型ラインで流せば，金枠費用だけで2,000万～3,000万円もかかる。無枠式だとこの金枠
が不要となり，その他，定盤，錘なども不要である46）。次に，設置に必要な工場床面積は小
さくて済むため，工場敷地が手狭になりがちな中小専業鋳物メーカーでも導入可能な条件を
備えていた47）。垂直割りの場合は，左右面に模型を転写させた鋳型を連続的に並べてライン
で流すことができ，また金枠，定盤，錘が不要であるので，これらの回収ラインも不要にな
る。
　さらに，高度成長期の日本の鋳造機械メーカーは自動車・部品メーカー向けの大型高速高
圧自動造型機の開発に傾注していたが，日本にディサマチック造型機が紹介された後に新東
工業などの国内鋳造機械メーカーも中小専業鋳物メーカー向けの小型無枠式自動造型機を開
発し，海外メーカーに対抗した48）。国内鋳造機械メーカーも中小専業鋳物メーカー向けの自
動造型機を開発・製造したことで，中小専業鋳物メーカーへの自動造型機の普及が一層加速
することになった。
3-3　産地内分業
　多品種少量・中量生産の新たな造型技術を導入した中小専業鋳物メーカーは，製品分野で
はなく生産ロットの大きさ，種類の多さ，鋳物の大きさという基準で比較的狭い範囲に生産
する鋳物製品を限定する「生産の専門化」を進めていた。そうすることで産業機械・工作機
械用鋳物あるいは自動車用鋳物を中心としながらも，他分野の鋳物製品を効率よく受注・生
産することが可能となる。
　とはいえ現実には，専門化の範囲外の製品をしばしば受注するため，そうした製品は産地
集積内の他の中小専業鋳物メーカーに仲間発注を行ってきた。産地集積内には仲間発注によ
って受注を確保する中小専業鋳物メーカーがそうした雑多な鋳物製品の最終的な受け皿とな
った。これらの多くは小零細専業鋳物メーカーであり，積極的に技術革新を進めなくても，
産地内分業に頼ることで一定の受注を確保することが可能であった。在来型造型機を用い，
鋳型を土間に並べて注湯する旧来型の生産方式の小零細専業鋳物メーカーが残存し続け，
1980年代まで市場シェアを一定確保してきた要因は産地集積内に発達した分業であると考え
られる。永島（2015）で銑鉄鋳物産業の供給構造は生産システムの分化に基づいていると特
徴づけたが，これは中小専業鋳物メーカーにおける多品種少量・中量生産の技術革新とその
普及，そして産地集積内分業を存立基盤とした小零細専業鋳物メーカーが最終的な雑多な鋳
46）　永井譲・渡辺彦士・成瀬敏一・堤信久（1977）「座談会　これからの鋳機メーカーのあり方」（『綜
合鋳物』第18巻第 ６ 号）3-4ページ。
47）　中小企業事業団・中小企業大学校中小企業研究所（1990a），前掲書，60-61ページ。
48）　新東工業，前掲書，213ページ。
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物製品の受け皿として位置づけられた結果，形成された供給構造であったと言うことができ
る49）。
3-4　ダクタイル鋳鉄鋳物およびミーハナイト鋳鉄鋳物市場への参入
　最後に，銑鉄鋳物市場の質的変化への対応，すなわちダクタイル鋳鉄鋳物市場とミーハナ
イト鋳鉄鋳物市場に中小専業鋳物メーカーが参入し得た要因について検討する。
　1970年代以降，ダクタイル鋳鉄鋳物の生産量は順調に伸びた。ダクタイル鋳鉄市場が拡大
した要因は主に自動車産業における素形材コスト低減と軽量化であるが，市場拡大に対して
順調に生産拡大が実現されたのは中小専業鋳物メーカーがダクタイル鋳鉄の製造に参入し，
生産拡大を進めたからである。
　1948年にダクタイル鋳鉄を発明したインターナショナル・ニッケル社の技術者ギャグネビ
ンとシリスは，安価で入手しやすいマグネシウムを球状化剤として使う製造方法に関する特
許を取得した。同特許により鋳物メーカーはマグネシウム処理によるダクタイル鋳鉄を製造
する場合，特許実施権取得料と生産量に応じたロイヤリティをカナディアン・ニッケル・プ
ロダクツ社（インターナショナル・ニッケル社の子会社）に支払わねばならなくなった50）。
日本で出願された同社の特許は全部で72件に及ぶが，その最初の基本特許が認可されたのは
1952年 1 月である。この年に大企業 8 社が特許権の実施契約を結び，その数は年々増加し，
契約合計会社は27社に及んだ。その契約者はトヨタ自動車，豊田自動織機，三菱自動車工
業，川崎重工業，自動車鋳物，東洋工業，日産自動車などの自動車メーカーおよび自動車部
品メーカー，そして，久保田鉄工，日立金属，栗本鉄工所，新日本パイプ，日本鋳鉄管，日
本鋳造などの大手鋳鉄管メーカーや管継手メーカー，東芝電気，日立製作所，三菱重工業，
住友重機械工業などの大手総合重機械メーカーであり，契約者のなかに中小専業鋳物メーカ
ーはいなかった51）。
　ところが1967年にカナディアン・ニッケル・プロダクツ社の基本特許が満了となり，特許
料とロイヤリティを支払わずに低コストのマグネシウム処理を実施することができるように
なった52）。特許によるダクタイル鋳鉄鋳物市場への参入障壁がなくなったことで，中小専業
49）　永島昂（2015），122-124ページ。
50）　両角宗和（1974）「球場黒鉛鋳鉄は戦略となりうるか―鋳物企業10社への直撃インタビュー―」
（『金属』第44巻第 3 号）49ページ。
51）　同書，50ページ。
52）　日本に出願されたダクタイル鋳鉄の製造に関する特許は，全部で72件にも及び，その最終特許が
満了になるのは1985年 9 月 7 日である。両角宗和（1982）「鋳物工業の発展と産業技術記念物」日
本科学技術振興財団『昭和56年度　産業技術の歴史的展開調査研究』57ページ。
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表 3-2　従業員規模別のダクタイル鋳鉄鋳物生産量（1978年）
（トン）
従業員 
規模別
工場数 FCD40 FCD45 FCD50 FCD60
300人以上 14 1,187 2.1% 5,578 2.4% 8,319 9.0% 1,482 5.3%
100～299人 39 8,786 15.5% 30,539 13.3% 9,781 10.6% 7,662 27.2%
50～99人 51 13,037 23.0% 56,311 24.6% 11,910 12.9% 7,402 26.3%
20～49人 79 18,055 31.8% 30,350 13.3% 30,429 33.0% 9,606 34.1%
20人未満 34 15,660 27.6% 106,225 46.4% 31,817 34.5% 2,046 7.3%
計 217 56,725 100.0% 229,003 100.0% 92,256 100.0% 28,198 100.0%
従業員 
規模別
FCD70 その他 規格別不明 計
300人以上 195 0.5% 70 0.4% 720 7.8% 17,551 3.7%
100～299人 2,291 5.5% 543 3.1% 2,393 26.0% 61,995 13.1%
50～99人 1,300 3.1% 2,015 11.4% 260 2.8% 92,235 19.4%
20～49人 8,039 19.3% 9,765 55.4% 5,308 57.7% 111,552 23.5%
20人未満 29,764 71.6% 5,228 29.7% 523 5.7% 191,263 40.3%
計 41,589 100.0% 17,621 100.0% 9,204 100.0% 474,596 100.0%
（出所）　日本強靭鋳鉄協会，前掲書， 5 ページより作成。
鋳物メーカーはその製造に参画し，生産を拡大させた。
　1978年時点の従業員規模別ダクタイル鋳鉄鋳物の生産量を見ると（表 3-2），20人未満層
が全体の40.3％を占め，20～49人層が23.5％，50～99人層19.4％で，100人規模未満の中小
メーカーの生産量は全体の83.2％を占めていた。1970年代後半には中小専業鋳物メーカーの
方がダクタイル鋳鉄鋳物生産の主力となっていた。調査対象のダクタイル鋳鉄鋳物の用途を
見ると自動車用が22万4,845トン（47％），次いで産業機械器具用が ６ 万8,245トン（14％）で
あり，ダクタイル鋳鉄鋳物の約半数は1970年代以降も需要が持続的に拡大した自動車用鋳物
市場向けであった53）。
　1970年代以降の中小専業鋳物メーカーはダクタイル鋳鉄だけでなくミーハナイト鋳鉄鋳物
市場にも参入するようになっていた。日本におけるミーハナイト鋳鉄の技術導入は1952年の
三井造船に始まるが，その後，産業機械・工作機械メーカーの内製部門や大手専業鋳物メー
カーにも導入された。ミーハナイト鋳鉄鋳物の製造に参画するにはミーハナイト・メタル社
とライセンス契約を結ぶ必要があり，1960年までのライセンシー工場は産業機械・工作機械
メーカーの内製部門と大手専業鋳物メーカーに限られ，中小専業鋳物メーカーは含まれてい
なかった。高度成長期に内製部門と大手メーカーによって生産されたミーハナイト鋳鉄鋳物
の半分近くは工作機械向けであり，1960年代までに大半の工作機械にミーハナイト鋳鉄鋳物
53）　日本強靱鋳鉄協会，前掲書， 3 ページ。
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が採用された54）。
　ところが，1970年代半ば以降になるとライセンス契約を結ぶ中小専業鋳物メーカーが現れ
た（表 3-3）。ミーハナイト鋳鉄鋳物の採用例が工作機械，印刷機械，鍛圧機械，プレス機
械，舶用ディーゼルエンジン，建設機械などであり，これらの用途は1960年代までの採用例
と同様である。先述の通り，1970年代以降の産業機械・工作機械メーカーは内製部門を統廃
合し，外製依存を強めたが，その際に産業機械・工作機械関連の中小専業鋳物メーカーに対
54）　沢井（2010），29-31ページ。
表 3-3　1970年代以降のミーハナイト・ライセンシー工場
契約年 企業名 採用例 脱退年 備考
1975 IZ 鋳造 工作機械
1975 ED 鋳工 印刷機械
1975 TS 製作所 ―
1975 KS 鋳造所 ― 1976 脱退後工場閉鎖
1975 OK 鋳造 ― 1982 脱退後工場閉鎖
1975 MT 鉄鋼 ― 1983 脱退後工場閉鎖
1975 TY 鋳物 ― 1984 脱退後工場閉鎖
1976 MY 製作所
鍛圧機械，プレス機械，風力発電機，
バルブ，舶用ディーゼルエンジン
1976 SK 鋳造 バルブ，舶用ディーゼルエンジン
1978 UD 鋳造 舶用ディーゼルエンジン
1978 YF 社 工作機械
1979 NS 鋳造 ― 1996
1979 KG 鋳造 ―
1979 MS 社 印刷機械
1980 WN 製鋼所 ― 1996
1980 DH 金属 舶用ディーゼルエンジン，工作機械 1996
1981 SD 鋳造所 ―
1981 KM 社 印刷機械
1983 FP 社 ― 1986 脱退後工場閉鎖
1984 KY 製作所 ―
1984 KN 社 工作機械，半導体製造装置 1991
1984 AO 社 ― 1995
1986 NK 鋳造 工作機械，半導体製造装置，断裁機
1986 YK 鋳造所 工作機械，遠心分離機，研磨機
1986 TK 鋳工 ― 1996
1989 YM 社 ―
1989 KS 工機 ―
1997 TJ 製作所 建設機械
（出所）　「契約年」「企業名」「脱退年」「備考」は HC 社の社内資料，「採用例」は企業ホームページ，ヒ
アリング調査より作成。
2016 295戦後日本の銑鉄鋳物産業の展開と中小専業鋳物メーカ （ー永島）
してミーハナイト・ライセンシーの取得の要望がなされ，会員工場が増加したものと考えら
れる。　
　1950年代の技術導入期には中小専業鋳物メーカーはライセンシー工場になれなかったが，
1970年代にライセンシーを取得する工場が現れたことは重要である。つまり，1950年代の産
業機械・工作機械メーカーは内製部門・大手専業鋳物メーカーと中小専業鋳物メーカーの技
術格差により内製を選択せざるを得なかったが，1970年代にはその技術格差が解消されてい
たことを意味しているからである。
　1970年代以降に中小専業鋳物メーカーがダクタイルとミーハナイト鋳鉄鋳物市場に参入し
たことは市場シェア維持の一要因として位置づけることができるが，中小専業鋳物メーカー
がこうした高材質鋳物の製造に参画し，市場参入が実現できた主体的条件は1970年代までに
形成されていたと考えられる。つまり，1970年代以前からの中小専業鋳物メーカーの漸進的
な製品技術の高度化とノウハウの蓄積がそれであり，中小専業鋳物メーカー側にダクタイル
鋳鉄製法やミーハナイト製法を実践する素地が形成されていた。
　一般に金属材料は内部状態（分子配列，不純物の析出状態，結晶粒の大きさなど）によっ
てその機械的性質が規定されるが，銑鉄（鋳鉄）鋳物の内部状態は 5 元素（鉄 Fe，炭素
C，珪素 Si，マンガン Mn，燐 S）の含有率，黒鉛の析出状態，基地組織（パーライト，セ
メンタイト等）によって引張強さなどの機械的性質が規定される。ダクタイル鋳鉄やミーハ
ナイト鋳鉄など強靭な機械的性質をもつ鋳鉄鋳物を作り出すには，原材料の調整（鋼屑によ
る炭素含有量の調節，シリコンなど微量元素の添加），溶解温度の管理，溶湯への接種（シ
リコン，マンガン，マグネシウムなどの添加剤を利用することで基地組織と黒鉛形状を操作
する），凝固速度の調節などを適切に行い，材質を調整する必要がある。ダクタイル鋳鉄製
法やミーハナイト製法を実践する素地とはこの材質調整能力のことである。
　中小専業鋳物メーカーの材質調整能力形成の契機は1950年代の初頭から活発化した産地集
積内の公設試験研究機関，協同組合，中小専業鋳物メーカーによる共同研究，技術教育等に
よる技術普及活動である。たとえば川口鋳物産地では1953年に埼玉県に対し「高級鋳物の研
究費の交付を求める請願書」を提出し，調査研究費を得て，埼玉県鋳物工業試験場が中心に
強靭鋳鉄の研究を進めた55）。1954年以降約20年間，キュポラ溶解操業法の確立をめざして研
究・実験活動を続けられ，徐々に材質調整に関する知識やノウハウが試験場に蓄積され，
1972年にキュポラ溶解による強靭鋳鉄鋳物の製法が確立された56）。こうして蓄積された技術
55）　川口鋳物工業協同組合（1953）「高級鋳物調査研究費交付に関する請願書」，川口鋳物工業協同組
合（1967）『60年の歩み』175-176ページ。
56）　埼玉県鋳物機械工業試験場（1984）『創立五十周年記念誌』 4 ページ。
296 第48号中央大学経済研究所年報
的知識やノウハウは，川口鋳物工業協同組合が設立した川口鋳物共同研究会の講演活動，試
験場の実地指導，共同研究会と職業訓練所による鋳物メーカーの従業員教育によって技術普
及がなされた57）。名古屋，大阪，桑名など他の産地集積内でも類似の活動は見られた58）。産
地集積内の中小専業鋳物メーカーは1950年代から次第に高まるユーザーからの材質要求に応
える過程で，材質調整に関する技術的知識やノウハウを蓄積し，材質調整能力を形成してい
た。こうした主体的条件がすでに中小専業鋳物メーカー側にあったからこそ1970年代以降の
需要の質的変化に対応することが可能であったと言える。
4 ．お わ り に
　本稿の課題は戦後日本の銑鉄鋳物の需給構造について生産統計を用いて分析し，中小専業
鋳物メーカーの位置づけを明らかにすることであった。先行研究では高度成長期の中小専業
鋳物メーカーの技術力は低く評価される傾向にあったが，本稿の分析により1950年代から
1980年代にかけて中小専業鋳物メーカーは ６ 割台という比較的高い国内市場シェアを維持
し，基盤的技術をリーディング産業に提供することを通じて，工作機械・産業機械と自動車
産業の成長を下支えしてきたことが明らかになった。その上で中小専業鋳物メーカーが比較
的高い国内市場シェアを獲得し得た諸要因について指摘した。それは第 1 に中小専業鋳物メ
ーカーが需要産業の下請分業生産に組み込まれたこと，第 2 に先行研究では技術革新が阻ま
れていたとする多品種生産分野では，中小専業鋳物メーカーによって革新的な造型技術が導
入され，生産性向上と生産拡大が実現されたこと，第 3 に技術革新と並行して産地内分業が
発達し，それを存立基盤とする小零細専業鋳物メーカーが雑多な鋳物需要の最終的な受け皿
になったこと，第 4 に1950年代からの産地集積内の共同研究と技術普及による技術蓄積をベ
ースにして，中小専業鋳物メーカーがダクタイル鋳鉄・ミーハナイト鋳鉄鋳物市場へ参入し
たことであった。以上の要因により，中小専業鋳物メーカーは1950年代から1980年代までの
銑鉄鋳物市場の急拡大，需要の構造変化と質的変化に対応し，国内市場シェアを維持するこ
とができた。
　戦後日本のような社会的分業に基づいた大量生産体制が確立するには，中小企業に大量生
産に見合った基盤的技術が形成される必要がある。銑鉄鋳物産業の場合，大量生産に合わせ
た鋳物技術は，需要産業における完成品メーカーや大手専業メーカーが先んじて確立させて
いたが，1950年代からの技術蓄積，技術普及，技術革新によって1970年代にはそうした技術
57）　永島（2011）141-145ページ。
58）　大阪府立工業奨励館（1960）『伸びゆく工業奨励館』64ページ，名古屋市工業研究所（1957）『創
立20周年記念誌』46-48ページ，三重県金属試験所編（1990）『三重県金属試験場創立50周年記念
誌』16-29ページ。
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が中小専業鋳物メーカーの側にも確立したと言える。
　高度成長期から中小専業鋳物メーカーが需要産業の下請分業生産に組み込まれたことは，
その技術力向上の条件として重要であったが，それだけではない。完成品メーカー・大手専
業鋳物メーカーと中小専業鋳物メーカーでは受注・生産条件は異なり，自らの受注・生産条
件に応じた主体的な技術選択がそこにはあったと考えられる。さらに高材質鋳物市場への中
小専業鋳物メーカーの参入の背景には，産地集積内で見られた技術蓄積と技術普及の活動が
あった。これは中小専業鋳物メーカー層の技術力向上にとって重要なことであった。
　戦後日本の中小専業鋳物メーカーはどのような課題に直面し，いかなる条件の下で，どう
選択し，行動をしたのだろうか。中小専業鋳物メーカーの選択・行動の結果として，本稿で
指摘した市場シェア維持の要因が生成され，大量生産体制に合わせた基盤的技術が中小専業
鋳物メーカーに確立したと考えられる。この点については今後の課題としたい。
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